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１．はじめに　
　近年、要介護高齢者の増加に伴い介護職員の増員
が求められている。高齢者人口は2004年には2539万
人であったものが2015年には3277万人になると予想
されている。それに引き換え労働人口は2004年に
6642万人であったものが2015年には6237万人と減少
し、その後も減少が見込まれている。このことから
も介護を必要とする人口の増加に反して、介護職人
口の不足が懸念されている。
　また、認知症高齢者への対応など介護ニーズが増
大し、専門的知識、技術が必要だとして、1988年４
月に「社会福祉士及び介護福祉士法」施行された。
介護福祉士はそれに基づく国家資格であり、「介護
福祉士の名称を用いて、専門知識及び技術をもって
身体上または精神上の障害があることにより日常生
活を営むのに障害があるものに対して介護に関する
指導を行うことを業とするものである」（社会福祉
士及び介護福祉士法第2条第2項）としている。これ
を受けてそれまで無資格で行われていた介護が専門
職として考えられるようになり、介護福祉士を養成
する専門教育が行われるようになった。
　しかし、介護の現場では、無資格者、ヘルパー資
格者、介護福祉士など様々な資格を持つ職員がお
り、専門職とは言いながらその社会的地位は低く抑
えられている。さらに介護職の労働は、特に高齢者
介護では入浴介助や排泄介助などの身体的負担の大
きい業務がある。低賃金の問題もあり、離職率の高
い職種である。
　介護職離職の第一の要因はこうした賃金の問題で
あるとされてきたが、養成校の卒業生の状態をみる
と、必ずしも賃金を含む労総条件だけではないと推
察される。施設正規職員の初任給については平成19
年度私立短大卒業生の卒業後の状況調査報告書１） に
よると、関東地方で143,900円から260,000円となっ
ており、求人票を見ると多くは190,000円前後であっ
て必ずしも低いとは言えない。新人の場合には、独
身で親とともに暮らしていることも少なくなく、賃
金の問題以外の要因が考えられる。
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　また、一般に対人関係職の新入職員は就職前に考
えていた職場の状況と現実とのギャップに対応でき
ずに、リアリティショックを起こし、離職に至るこ
とがあると言われているが、介護職に就く養成校卒
業生は450時間に及ぶ実習を経験しており、仕事内
容に戸惑いを覚えるとは考え難い。
　介護職の離職に関しては、離職理由からみた研
究、バーンアウトに関する研究、施設の指導体制か
ら見た研究など少なからずあるが、介護福祉士養成
校卒業生の早期離職に関する研究は少なく、養成校
卒業生の離職理由については必ずしも明らかにされ
ていない。特に新卒の介護職が離職する真の理由は
充分に調査されてきたとは言い難い。政策サイドか
ら見ても有資格者の早期離職を防止することが今後
の高齢者介護にとって不可欠である。本研究によっ
てアンケート調査では表面に現れにくい離職理由が
明かになれば、安定した人員確保につながる情報を
得ることができると思われる。
Ⅱ．介護労働者の現状と離職要因
　　― 先行研究から ―
　介護保険導入によって ｢介護の社会化｣ が進めら
れ、介護の質を確保すべく ｢介護の専門性｣ を担う
介護福祉士の養成教育が始まった。しかし、その社
会的地位は他の専門職と比較して低い傾向にある。
その理由として、それまでの介護は、特に資格を必
要とせず奉仕の仕事という考え方が根本にあったと
されている。日本では長い間高齢者や障害者の世話
を家庭内で行う習慣があり、それは嫁を始めとする
女性の仕事であった。家庭の中に女手が足りず、世
話を受けられない高齢者や寝たきりの生活保護世帯
の介護に市町村が派遣した ｢家庭介護員｣ が始めて
の職業としての介護職である。家事労働の延長とし
て介護労働が位置づけられたことで、その賃金的地
位は低い状態に置かれたといえる。
１．資格・労働状況
　要介護高齢者の社会的入院が注目されたことをき
っかけとして、医療保険の赤字削減対策として2000
年介護保険制度が導入された。それにより、在宅介
護が進められ、介護ヘルパー資格を短期間で取得で
きる仕組みが導入された。今まで家庭の主婦であっ
た人や定年後の人の再就職先として考えられ、パー
トタイマーで働く感覚であり、リストラ対策など雇
用促進にも効果があるとして進められてきた。
　一般に資格を持つ専門職員は正規常勤職員である
ことが多いのに対し、介護職員は非常勤職員が多
い。厚生労働省社会保障審議会の調査『福祉・介護
サービス従業者の現状等』２）では2004年の施設職員
は常勤25.9万人、非常勤4.0万人であり、在宅では常
勤33.4万人、非常勤37.0万人である。特に在宅支援
では半数以上が非常勤職員で占められている。
　離職率に関しては、介護労働安定センター３ )は介
護労働者15000人の調査を行ない、　2004年では正規
職員の16.8％、非正規職員の23％が離職しているこ
とを明らかにしている。なかでも就業1年未満の離
職が46.8％と高く、８割が３年未満であった。また
翌年の2005年の調査でも介護職員の離職率は20.2％
であり、一般企業での離職率が17.5％、看護師の離
職率が12％であるここと比べると高い離職率である
といえる。さらに2006年の調査では全産業の離職率
が16％に低下しているのに比べ、介護労働者の離職
率は21％に増加し、離職者の８割が３年未満であっ
た。また、2007年調査の離職率も21.6％と全産業平
均の15.4％を上回り、約4割が勤続１年未の離職で
あった。全産業の離職率が低下しているのに比較
し、逆に増加している点が注目される。
　2004年に行われた厚生労働省の『介護施設サービ
ス施設・事業所調査』４ )によると介護保険事業に従
事する者約100万人のうち、介護福祉士は22万人、
また、2003年の厚生労働省の『平成17年　社会福祉
施設調査結果の概要』５ )では介護保険事業以外に従
事する介護福祉士は約26,000人中9,000人である。全
介護職員中介護福祉士が占める割合は2004年10月の
調査で、特別養護老人ホームで39.9％、老人保健施
設で43.1％、介護療養病床群平均で37.1％であり、
施設で働く介護職員の４割を占めていた。しかし、
在宅介護サービスでは介護福祉士の占める割合は低
く、全体で17.6％となっており、国家資格をもたな
いホームヘルパーが非常勤で在宅介護を支えている
ことが窺われる。
　介護等の業務に従事していないと推計される潜在
介護福祉士の状況は、平成18年９月現在の介護福祉
士登録者約41万人に対して、業務に従事している介
― 3 ―
護福祉士は推計18万人、資格取得者の約4割に達し
ている。また介護福祉士会の調査では、潜在介護福
祉士のうち約5割がいずれ介護業務に従事したいと
いう意向をもっていた。１年以内に従事したいと考
えている者は10.6％、将来的にはしたいと考えてい
る者は38.8％である。
　介護現場の状況は、2006年の介護保険制度の改正
によって介護保健施設の介護報酬は実質的に減額さ
れており、人員確保がさらに難しくなってきた。そ
の一方でケアの質が問われ、2007年介護労働安定セ
ンターは『平成18年度介護労働実態調査結果』6 )を
公表している。11万2368人に対して実施され、有効
回答は2万9124人（26.7％）である。
　それによると３年未満の離職が８割であることや
労働条件・仕事の負担では「仕事の割に賃金が低
い」が40.3％と最も高いことが明らかにされた。ま
た、入所型の施設では、「夜間・深夜時間帯の問題
発生への不安」が44.8％と高かった。一方事業所側
の回答では「今の介護報酬では十分な賃金を払うこ
とができない」が45.9％であり、ついで「書類作成
が煩雑」が43.7％、「経営（収支）が苦しく労働条
件や福祉環境の改善をしたくてもできない」が34.4
％と多かった。
　2008年全国老人福祉施設協会の「第２回介護労働
者の確保・定着に関する研究会　ヒアリング提出
資料」７ )によると介護職の離職率は全国平均で19.8
％（1～２年目の年収平均2,662,200円）、東京23区
内で28.5％（同3,113,600円）、地方都市で21.3％（同
2,678,500円）であった。
　世情の批判を受けて2009年から介護報酬が増やさ
れ、職員の継続年数が長いこと、介護福祉士の占め
る割合が多いことを条件として若干ではあるが、介
護報酬が高くなるように定められた。そのため、介
護福祉士の資格を持つ職員が必要になり、有資格者
の養成校卒業生の就職率は他の職業に比べて高い現
状にある。養成校卒業生の入職及び離職に関しての
調査は少ないものの、小林捷哉８ )は１年課程の介護
福祉科を擁する短大および専門学校15校の卒業後２
年を経過した卒業生に対してアンケート調査を行っ
ている。回答者数は52名である。１年課程の卒業生
は保育士の資格を持っているためか30.8％は初めか
ら介護職についていない。また、介護職を離職した
者が15.3％であった。（転職者11.5％、仕事に就いて
いないもの3.8％）離職理由は結婚が25％、賃金25
％、勤務形態、運営方針、人間関係がそれぞれ12.5
％である。
２.賃金
　介護職員の多くが専門的な教育を受けていないこ
と、そして正規職員が少ないことがあって介護職員
の給与ベースは低く抑えられている。介護労働安定
センターの2007年の調査９ )では、全国の介護労働者
の平均月収は179,000円であり、他産業の平均月収
より低い。また、2006年の厚生労働省がまとめた賃
金統計調査によると、全産業正規職員で大卒の初任
給の平均賃金が男性196,200円、女性190,600円と比
較して、福祉施設職員の平均は男性で182,900、女
性は188,300円で全産業のなかで最低の水準である
ことが明らかになっている。また、2010年介護労働
安定センターの調査では、正規介護職員199,700円、
非正規職員120,600円である。
　医療・福祉分野の賃金は2006年介護労働安定セン
ターの『介護労働者就業実態調査』10）よると月給
で介護福祉士は207,440円であり、ホームヘルパー
は18.0980円である。これを月給の高い順からみる
と、理学療法士304,290円、作業療法士274,780円、
看護師准看護師234,470円で、最低は無資格者を含
むその他の193,530円でホームヘルパー３級、２級、
１級と続く。介護福祉士はホームヘルパーの次に低
い207,440円であった。
　このように初任給でも他産業に比べ低賃金である
が、介護職の賃金問題はそれだけではない。介護職
の昇給のペースは遅く、家計の出費が多くなる40代
50代の介護職人数が少ない一因となっている。
　また、厚生労働省社会保障審議会福祉部会資料11）
の中に2007年に中央福祉人材センターが調査した
「事業所における介護労働の実態調査」の引用があ
り、介護職の求人の平均賃金は資格不問高卒以上で
158,611円、専門学校卒の介護福祉士でも170,064円
に抑えられており、介護報酬の中からでは人件費
を抑えざるを得ない状況が読み取れる。その反面、
同じ報告書には基本給の決定要素があげられてお
り、一番重要視しているのは責任の程度（役割）で、
72.7％、続いて知識・技能・技術・資格等の43.9％
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であった。事業所でも資格を持ち、知識や技術を求
めていることが推測できる。
３．離職要因
　介護職は対人関係の仕事であり、特に施設介護に
おいては密度の濃い人間関係が要求され、それは対
利用者関係だけでなく、職員同士の関係にも言える
ことである。他方、認知症高齢者や寝たきり高齢者
の増加に伴い専門的な知識が要求される仕事でもあ
り、その知識や技術が社会的に認知されていないと
いう問題もある。
　さらに介護職には直接介護のほかにケアプラン作
成や介護記録などの間接的業務があり、それらの書
類作成のためのいわゆるサービス残業も多く時間管
理の面でもストレスフルな生活である。
　介護職が専門性の高い仕事であり、キャリアを積
むことで介護の質が向上できるとするならば介護職
の離職は問題である。多くの離職要因に関する調査
のひとつに離職理由調査がある。厚生労働省社会保
障審議会福祉部会、『介護福祉士制度の見直しにつ
いて（検討事項・検討の視点）』12)は日本介護福祉
士会の会員を対象に離職理由の調査を行っている。
その2002年の報告書によると退職理由の１位が「健
康上の理由」23.1％、「仕事がきつい」17.6％、「結
婚のため」15.4％、「給与が低い」15.0％であり、
2006年では「仕事にやりがいがない」20.5％で、以
下「職場の人間関係」17.1％、「給料が低い」15.0％
と続く。他の機関の調査でもほぼ同じ結果である。
　また、日総研グループの報告13)では介護職の離職
理由として、賃金の問題、仕事に対する意識の問題、
肉体的な問題が考えられるとしている。厚生労働省
によると、フルタイムで仕事をする施設介護職員の
平均時給は1,210円であるがこれは正職員の賃金を
時給に換算したものであり、実際には夜勤手当など
も加味されているものであり、産業界全体のレベル
と比べれば低賃金であるといえる。また、高齢者の
人生を預かっている対価としては低いというのが一
般的な評価である。また、人から勧められて介護福
祉の仕事についた場合、高齢者・障害者の人生を預
かるという責任の重さに、特に事故が起こった場合
などに耐えられなくなって早期離職につながること
も考えられる。さらに腰痛などの身体的な問題が見
られる。また、ストレスからくる胃潰瘍などの病気
でやめざるを得ない場合がある。
　労働政策研究・研修機構の2007年の調査14)では離
職経験者に対して離職理由や全職の職場満足度につ
いて調査をしている。それによると複数回答下でも
っとも多かったのが ｢給与に不満｣ 34.6％であり、
ついで ｢仕事上のストレスが大きい｣ 31.7％、｢会
社の将来性・安定性に期待が持てない｣ 28.3％、｢
労働時間が長い｣ 26.9％ ｢仕事がきつい｣ 21.7％、「仕
事がおもしろくない」21.0％、｢職場の人間関係が
つらい｣ 20.4％、｢キャリアアップするため｣ 19.4％
となっている。離職の理由がひとつではなく、多く
が絡みあっていることが分かる。また、職場満足度
の高い方が離職に至らず、相談する人か職場にいる
と離職を思いとどまる傾向があると述べている。
　離職率が職場満足度によって変わってくるとした
ら、職場満足度とは何であろうか。高橋15)は職場満
足度とは個人が職務を遂行する上で抱く満足感を総
称したもので、｢仕事そのもの｣ ｢昇進｣ ｢同僚｣ ｢上
司｣ ｢給料｣ ｢労働条件｣ など仕事に関するあらゆる
領域に現れてくるものであると述べている。それに
よると不満の回答したものが正規職員で66.2％、非
正規職員47.7％であった。また、職場満足度と離職
の関係では入社３年未満で退職した者は「大変満足
している」32.1％、「大変不満である」70.6％と職場
満足度が低いほど離職する傾向が明らかであった。
｢やりたい仕事をやらせてもらえなかった｣ ｢仕事の
責任が大きすぎる｣ ｢仕事量が多すぎる｣ ｢成果、ノ
ルマが厳しい｣ と思っている者の方が仕事満足度が
低く、離職率が高かった。また賃金について、新人
研修と人を育てる雰囲気についても仕事満足度に関
係が見られた。しかし、長時間労働に関しては仕事
満足度に差は見られていない。また、相談できる上
司やメンター制度があるかどうかによっても満足度
に差が見られる事を明らかにしている。
　岡村16)はCastleの離職発生モデルを用いてエビデ
ンスをもとに文献を検討している。仕事特性と仕事
満足度の関係では職員不足による介護労働負担の増
加とそれによる介護労働ストレスを感じる人ほど仕
事満足度が低くなることを報告している。しかし、
認知症を持つ利用者の問題行動に関しては介護負担
を感じるが、満足度が低くなるという傾向はなかっ
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た。また、職種間のコミュニケーションが非効率で
あると感じる人が不満を持つ傾向があるとしてい
る。人間関係では適切な助言を受けていると感じる
人は満足度が高くなっていた。離職との関係では職
員配置に考慮しない施設は離職率が高い。また、利
用者の重症度か高いほど離職率は高く、施設規模が
大きいことや一人あたりのベッド数が多いほど離職
率が高いことを紹介している。
　張ら17)の「特別養護老人ホームにおける介護職員
の離職率に関する研究｣ では大阪の101施設を調査
し、離職率から３群に分け、介護職の属性・介護環
境を調べている。そこから離職率の低い施設は職員
の資質向上に積極的に取り組んでいること、賃金、
休暇の取得、福利厚生に満足度が高く、労働環境が
充実していること、職場への所属意識が高く、役割
の明確性や施設運営への参加に高いことが明らかに
されている。同時に介護職員の定着を図るには、専
門資格の取得や研修を通じて資質の向上を支援する
職場環境と賃金、休暇の取得、労働環境の整備が大
切だと述べている。
　柳澤18)は先行研究の解説と共に、離職率の低い事
業所の実践事例を紹介し、介護職の定着を高めるた
めの具体的な方法を考察している。常勤スタッフの
多くが開設時からおり、一度退職しても数年たつと
再就職している介護老人保健施設のインタビュー調
査では、研修が多く、プリセプターシップを導入し
効果をあげている。プリセプターシップ注）導入に
よって先輩とのコミュニケーションが成り立ち、職
場の人間関係が良くなることが窺える。
　離職を考えた時に最初に相談するのは ｢両親・兄
弟姉妹｣ であり次に学校時代の友人知人｣ ｢職場の
同僚や友人｣ である。また、誰にも相談しなかった
ものも20％を超える。19)
　離職を考えたときに同僚との関係が良ければ、同
僚に相談して離職を思いとどまることもありえる
が、相談者がいないことで離職をとどまる要因が客
観的に指摘されず、職場に於ける欠点が強調され、
早期離職を促進する事が考えられる。
　早稲田大学の鈴木20)らは若年層の早期離職率増加
の原因として ｢就職前｣ ｢就職後｣ の２段階のミス
マッチが存在していることに注目している。さらに
若年労働者が早期離職に踏み切る理由として、景気
的要因と構造的要因があるとしている。構造的要因
は企業が高齢化し、新規採用の抑制が行われ、数少
ない若者が低賃金、長時間労働という環境に置かれ
ているというものである。これが景気的要因と重な
るとさらに若年労働者の負担が大きくなり、離職に
繋がるものと考えられる。
　介護職においても、｢就職前｣ ｢就職後｣ の２段階
のミスマッチが離職の大きな原因とされている。特
にリストラ対策として介護現場に入った中途採用者
においては、離職の最大の理由としている。養成校
卒業生については、就職前後に仕事内容自体にミス
マッチは考えにくい。ミスマッチは実習では見られ
なかった職員間の対人関係に見られている。
　
４．問題点と課題
　若年者の離職がキャリアの面から見て、効果のあ
る転職に繋がっている場合は大きな問題にはならな
いともいえるが、正規職につかない若者が低所得で
あり、収入面や仕事のやりがいが見つからないため
職場満足度が低く離職をすると、次の職場も非正規
職員になりやすい。それがまた賃金格差を生み、離
職するという悪循環を繰り返す。離職を繰り返すう
ちに、就職前に期待していた職場環境と実際の状態
が異なってくることが多く、さらに将来の展望が見
えないという悪循環に陥っていることが考えられ
る。
　介護職の置かれている状況に関しては、専門職と
言いながら、非正規職員によって支えられているこ
とが明らかである。また、そのために賃金が低く抑
えられており、特に訪問介護に携わっているヘルパ
ー資格の非正規職員は家計を営めないほどの低賃金
であるが、正規職員である施設職員の賃金も低い。
そのため離職の理由として賃金の問題をあげること
が多く、さら身体的理由で長時間労働などが挙げら
れている。人間関係にかかわる離職も問題になる。
　若年一般労働者では就職前に抱いていた労働状況
と実際との違いに戸惑い、離職する傾向が強いとさ
れているが、養成校卒業生は実習を経ていることも
あって介護の現場を知っており、離職理由は一般労
働者と異なっていることが考えられる。　
　離職に際し、職場には建前上の理由を述べること
が考えられる。また、ほとんどのアンケート調査で
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は複数回答をよしとしているものの複雑にからみ合
った離職理由を導き出すのは難しい。そのため、有
資格介護職離職の真の離職理由を明らかにする必要
がある。
　
Ⅲ．介護福祉士養成校（短大）卒業生の離職
　　状況
　そこで、卒業時に介護職についた４～５年目の介
護福祉士養成校卒業生の離職理由や離職意向を明ら
かにするためにアンケート調査を行った。　
　介護福祉士養成校卒業生は現在の時点で、卒業と
同時の国家試験免除で介護福祉士の資格が得られ
る。そのため給与の面では資格手当がつき、また、
学業を通して福祉の現場をある程度理解していると
思われる。しかし、多くの若年労働者と同じように、
早期の離職者が後を絶たない。介護福祉士の場合、
離職しても同じ介護の職場に再就職するものが多い
が、卒業時には正規職員として採用されたものの、
再雇用の時には契約社員やパートタイマーのような
非正規職員となる場合がある。
　介護職全体を見れば、他に仕事がなく人手不足で
ある介護現場でしか職場が見つからないというもの
の多いが、養成校卒業生については自分の将来の職
業選択を入学時にしており、その職業意識は高いと
思われる。しかし、３年以内の離職は他の若年労働
者と同じように高い傾向が見られる。
　介護職全体の離職理由についての調査報告は多く
みられるが、養成校卒業生に限った調査は少ない。
福祉系の学校に進む人はボランティア精神にあふ
れ、高齢者や障害者に何ができるかと考えて、福祉
の世界に入ることに対する強い意志をもっていると
いわれる。中には親や教師に勧められて、という者
もいるが450時間に及ぶ実習経験を経ると、介護す
る喜びを見出す者が多い。しかし、一方では進路決
定の時に介護職を希望しない学生もおり、介護職現
場が持つ問題点が職業選択に大きな影響を与えてい
ることが窺われる。
１．調査方法
１）目的
　介護福祉士養成校（短大）卒業後４年目５年目の
介護福祉施設離職者へのアンケート調査を行ない、
養成校卒業生の職離理由と離職に至るまでの思いを
構造的に分析する。
２）対象
　本学卒業後４年目・５年目の計152名のうち、介
護職に進んだ136名。
３）方法
　アンケート調査および離職経験者に電話又は直接
インタビューを行った。アンケートの回収は54名、
回収率は39.7％であった。
４）倫理的配慮
　アンケート用紙に主旨を説明し、面接調査を計画
していることを伝え、面接調査に協力してもらえる
場合は記名をお願いした。その際、データの取り扱
いは、個人を特定できないように配慮することを伝
えた。またインタビューの時には再度目的を伝え、
承諾を得た。
２．結果
１）アンケート結果
　回答者は男性10名女性44名、計54名である。離職
経験者は21名で、そのうち現在職業についていない
者は女性６名で全員が結婚、子育てのためである。
離職後介護職以外についたものは男性１名女性２名
の３名であったが、女性２名はその後、介護職に再
度転職している。離職の時期は早いもので３ヶ月で
あった。
　離職理由については、「1.身体的理由」「2.給料が
安い」「3.上司との人間関係」「4.同僚との人間関係」
「5.利用者との人間関係」「6.転居」「7.結婚」「8.夜
間に何が起こるか不安である」「9.労働時間が希望
に合わない」「10.有給休暇がとりにくい」「11.仕事
がきつく体力的に不安がある」「12.業務の負担や責
任が大きすぎる」「13.自分の能力を伸ばすゆとりが
ない」「14.自分の資格や能力が評価されない」「15．
仕事の内容に展望がもてない」「16.その他」の中か
ら、複数回答を可として選択してもらった。また、
離職経験のない人に対しても離職を考えたことがあ
るか否かを問い、｢はい｣ と答えたものについては
同じ選択肢でその理由を尋ねている。離職経験のな
い33名中離職を考えたことのある者は26名である。
　離職職経験者の離職回数は１回の者12名、２回の
者6名、３回の者３名である。
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２）離職経験者の届け出理由と真の理由の関係
　離職理由については図表１に示す。離職経験者が
職場に申し出た理由で最も多かったのが、｢結婚｣
６名（28.6％）であり、｢身体的理由｣ 4名（19.0％）、
続いて ｢給料が安い｣「上司との人間関係」｢業務
の負担や責任が大きすぎる｣「その他」が同じ３名
（14.3％）であった。
　また、複数の理由を届けている者は５名である。
１名は「上司との人間関係」と ｢同僚との人間関
係｣ であり、職場での人間関係がうまくいかなかっ
たことを理由としている。「身体的理由」と ｢業務
の責任や負担が大きすぎる｣ の両者を理由とした者
については仕事量が多く、体への負担が腰痛を引き
起こし、離職に至ったと考えられる。また、｢給料
が安い｣ と「結婚」を理由にした者は20代の男性で
あり、家庭を営むには収入が少なすぎるといえる。
１名は ｢転居｣ と ｢結婚｣ を理由にしていた。｢上
司との人間関係｣ と ｢業務の責任や負担が大きすぎ
る｣ を両方挙げたのは２名おり、仕事量に対して上
司の理解が不足していると感じていたようである。
また、届け出た理由に利用者との人間関係を挙げた
ものは見られず、職業人としての自覚があると考え
られる。
　届出の理由の裏にはもっと多くの理由があると考
えられる。離職に至った真の理由をすべて選択して
もらったところ当然、届出理由より多くの理由が存
在していた。
　離職の真の理由で最も多かったのが、｢上司との
人間関係｣、｢給料が安い｣、｢結婚｣ のそれぞれ６名
であり、３名は給料や上司との関係に触れず離職し
ている。｢同僚との人間関係｣ や ｢労働時間が合わ
ない｣ ｢有給休暇がとりにくい｣ など勤務体制への
不満も見られる。
　また ｢その他｣ として他の職場をみたい、やりた
いことがあると答えていた者も同様に給料面への不
満や人間関係の問題がある事がわかった。｢仕事が
きつく体力的に不安がある｣ については4名が挙げ
ているが、届出の理由にはなく、これが離職の主な
理由とは考えにくい。実際に腰痛などの身体症状が
出ていなくても、他の要因と重ねて理由としている
ことが窺われる。また、その他として、「趣味の活
動をしたい」と答えていた者もそれだけでなく、｢労
働時間が合わない｣ ことや ｢有給休暇が取りにくい｣
ことが離職の原因になっていると思われた。
　届け出た離職理由と、真の理由との関係をみる
と、届け出の理由に「結婚」や「転居」をあげてい
る場合は真の理由も同じである者が多い。しかし、
それ以外の「賃金」や「身体的理由」などの場合は
届け出た理由のほかにも多くの理由があって離職に
至っていることが分かる。
　また、届け出の理由に結婚などの個人的な理由を
あげている場合でも、その後子育てのため勤めてい
ない者がいる一方、真の理由に「人間関係」や「業
務の負担や責任が多すぎる」と記載されている場合
があった。さらに、「勤務時間が希望に合わない」
や「結婚したら暗に離職するように勧められた」な
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図表　１　離職した者の離職理由　（複数回答）
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どがあげられており、結婚を理由にしていても、実
際には労働環境が悪く、やむを得ず離職している場
合があることが推測される。また、上司との人間関
係や、同僚との人間関係は公にしにくいものがあ
り、単なる離職理由調査では浮かび上がってこない
可能性がある。
　この調査で明らかにされた離職に至る理由をまと
めれば以下のとおりである。
１ .複数の理由が絡み合っている。
２ .背景に職場の人間関係が離職理由として存在し
　  ている。
３ .労働条件と将来の希望が持てないことも大きな 
　  理由となっている。
３）介護福祉士としての自覚について
　養成校卒業生は介護に対する教育を受けており、
一般には専門職としての自覚があると考えられる。
しかし、入学時の志望動機が不鮮明なまま専門職意
識が生まれないことがあるという報告がある21）。そ
のため、短大卒業後４年目、５年目の卒業生が、資
格を持って働くことをどう考えているかを調査し
た。「1.専門職として当然である」「2.資格はないよ
りあった方がよいという程度である」「3.資格の有
無はあまり関係ない」「4.分からない」の４つの選
択肢から選んでもらった。結果、専門職として当
然であると答えた者は離職経験なしで42.4％、あり
42.9％、資格はないよりあった方がよいという程度
であるは離職経験なし51.5％、あり38.1％、資格の
有無はあまり関係ないは離職経験なし6.1％、あり、
9.5％分からないは離職経験あり4.8％であった。
　結果離職経験のある者とない者では明確な差は見
られない。あるものについてみれば「専門職として
当然である」と答えたものが９名（42.9％）、「資格は
ないよりあった方がよいという程度である」は８名
（38.1％）、「資格の有無はあまり関係ない」が２名
（9.5％）であった。「分からない」と答えた1名は１
年以内に結婚退職をしている者である。ここから介
護福祉士の資格をもって卒業したという自覚はある
程度あると考えられる。ただし、上司との人間関係
が理由で離職した者は６名中５名が「資格はないよ
りあった方がよいという程度である」、または「あ
まり関係がない」と答えており、人間関係に問題が
ある場合は資格へのこだわりは希薄である。
　学校で学んで、介護福祉士の資格を持っているこ
とが働く上でどんな効果があったかという質問に対
して自由記載での回答があった。それをカテゴリー
別にまとめてみると、「資格手当がつく」「給与面で
優遇された」「介護報酬が得られる」と収入面での
利点をあげている者が９名と多い。
　また、「職員にアドバイスできた」や「実習が役
立った」など知識を得た効果を認めている者が8名
であった。「転職に役立った」や「周りの目がよか
った」など有資格であるという効果をあげている者
も８名見られた。
　離職経験のない者も「資格手当てがつく」という
利点を挙げており、資格手当のない職場で働く者
は、どちらかといえばあった方がよい程度と考えて
いるようである。
４）離職経験のない者との離職理由の相違
　アンケートでは同じ施設で継続して働いている者
が33名おり、その者たちが辞めたいと思ったことが
あるか否か、また、辞めたいと思った理由はなにか
を複数回答可で回答を得ている。26名がやめたいと
思ったことがあると答えていた（図表２）。
　やめたいと思った理由で最も多かったのが「給料
が安い」であり13名（39.4％）が該当した。続いて
｢業務の責任や負担が大きすぎる｣ 11名（33.3％）、
｢身体的理由｣ 11名（33.3％）、｢仕事がきつく体力
的に不安がある｣ 10名（30.3％）であった。「上司
との人間関係」を挙げたのは７名（21.2％）、「同僚
との人間関係」を挙げたのは２名（6.1％）であった。
これを離職経験のある者と比較したのが図表２であ
る。
　離職経験のない者が離職経験者より多く高くあげ
ているのが、「給料が安い」「有給休暇が取りにくい」
「仕事がきつく体力的に不安がある」「業務の負担や
責任が大きすぎる」などである。これらは現在の介
護の人手不足や社会的地位の低さからきており、そ
の施設独特のものではないといえる。しかし、それ
でも離職に至らないのはそれを補う要因があるため
と考えられる。また、離職しても介護職を辞めたい
と考えているものはいない。どの職場に変わっても
程度の差はあるものの条件はさほど変わらないと考
えているためであると思われる。
　「身体的理由」や「給料が安い」は離職を経験し
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ていないもの方が高い値を示している。さらに「有
給休暇が取りにくい」「仕事がきつく体力的に不安
がある」「業務の負担や責任が多すぎる」について
も高い値を示しているが、他方、「上司との人間関
係」「同僚との人間関係」などのスコアが低いこと
をみれば、離職と人間関係の相関性があるとみるこ
とができよう。　
５）介護福祉士として必要だと考える知識
　次に介護福祉士として教育を受けた中で、実際に
働いてみて何が必要だと考えているかを知るため
に、もっと学んでおけばよかったと思うことがある
か否かを問うたところ、離職経験者では21名中18名
が「はい」と答え、また、離職経験のない者でも33
名中30名が「はい」と答えていた。
　ただし、回答傾向はかなり異なる。離職経験者は
「すべて」が４名（19％）と経験なしの者1名（3％）
に比べ多く、働いている中で知識や技術のなさを感
じたことが窺われる。また、経験なしの者には見ら
れない「コミュニケーション」や「実習」を挙げて
いた。
　「医学」と答えたのは離職経験者で7名、経験のな
いもので16名と多く、介護現場で医学知識が求めら
れていることがわかる。「レクリエーション」につ
いては離職経験のない者のみ５名があげている一
方、ないものは１人もあげておらず日常のルーチン
ワークにかかわる関心の差が反映している。
　本学では卒業時に社会福祉主事の資格が得られる
ため、中には卒業後１年経つとサービス提供責任者
としての職に就く者がいる。施設内の移動ではある
が、アンケート回答者の中にも入職後半年でケア提
供責任者となった者がいる。その場合、職場にも
慣れておらず、ケアプランの立て方にも実践を積ん
でいないため苦労をしているようである。そのため、
ケアプランの立て方を学んでおけばよかったと答え
ている。
Ⅳ．離職経験者の面接結果
１）離職経験者の面接結果の内容
　アンケート調査時に面接に応じられるかどうかを
確認し、連絡先の記載があった者に対して、面接ま
たは電話でのインタビューを行った。インタビュー
の時間は30分から45分程度である。その際、目的を
説明し同意を得ている。
　アンケートに協力が得られた離職経験者21名のう
ちで連絡先の記載があり、インタビューに承諾を得
られたのは18名である。ここにはアンケート開始前
にインタビューに答えたくれた者が３名含まれ、さ
らにアンケートに返信がなかった１名が含まれてい
る。
２）面接結果の分析
　19名の面接結果、建前でない真の離職理由は「個
人的理由」「身体的理由」「賃金」「人間関係」の４
つのグループに分けられた。
　個人的理由による離職は７名であり、特に女性の
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図表　２　離職を考える理由（離職経験有無の違い）
植草学園短期大学研究紀要　第12号　1～ 12頁（2011）
― 10 ―
場合、結婚による離職がみられる。継続したくても
転居が伴ったため、離職を選択することがある。ま
た、結婚がすぐに妊娠、子育てに結びつくことが多
く、その場合仕事を継続しようとは考えないことが
明らかになった。いわゆる日本に特有の就業構造と
ほぼ同じものである。介護福祉士は専門職といいな
がら、専門意識が卒後３年くらいでは培われず、ま
た、夜勤があることで子育てに支障があると考え、
離職を選択していることが考えられる。
　身体的理由による離職は４名である。高齢者介護
では心身に係わる負担が大きく、腰痛が職業病とも
言われている。また、入浴介護など、腰にかかる負
担とともに皮膚への影響も大きい。ストレスからく
ると考えられる皮膚疾患のため、入浴介助のない職
場に転職した事例があり、個々の体調に合わせられ
る勤務形態を考える必要がある。
　また、介護とは直接関係がないように見える内臓
疾患でも、ハードな業務が疾患を悪化させる場合が
あり、人員の関係で軽度な業務に就くことができ
ず、それが離職に至っている場合もみられた。
　賃金の面での離職は２名であり、男性の２名は結
婚しているか、または結婚を考えた時に一人では家
族を養っていけないことが理由で離職している。
　介護職の離職原因の第１位は賃金の問題であると
されている。今回のインタビューの結果でも離職理
由の「給料が低い」を挙げているものが多かった。
女性の場合でも結婚を理由に離職したものは４名い
るが、いずれも収入が理由ではない。主たる家計維
持者とならざるを得ない男性にとっては介護職の賃
金では将来の家計維持が難しいと考えられるためで
あろう。介護職の場合、正規職員であれば、初任給
は他産業に比べ低いものの安定した収入が得られる
が勤続年数が長くなるほど男性は不安になるものと
考えられる。
　また、一度離職すると非正規職員になる場合があ
り、その場合はさらに低賃金で働かざるを得ず、ま
た賃金のよいところを求めて、離職を繰り返すこと
が考えられる。その場合、労働条件や労働環境を前
職場と比較し、賃金以外の理由でも不満が出て、離
職を促すことがあり得る。
　人間関係による離職が最も多く、11名であった。
賃金は労働対価の評価とすれば、介護職の評価は低
いといえるが、若年の介護職離職経験のある養成校
卒業生にとってはそれが主たる離職理由というよ
り、他の要因の促進因子と相乗的に作用しているよ
うである。今回の調査対象は卒業後４年目５年目で
あり、殆どの者が20代半ばと若く、親元で暮らして
いる場合が多い。親と同居している場合は生計の維
持に留意する必要はあまりなく、養成校卒業生は最
初の職場をやめても、他の職業に就くことは少な
く、違う施設で介護職を続けるのであろう。
　この調査でも届け出の理由として、建前は結婚転居
などの個人的理由を挙げているものでも、職場の人間
関係や職場の体制が離職の真の理由であると考えら
れる事例がみられた。また、身体的理由により離職し
た者も、すべてが体力的にきついことや人間関係な
どの他の理由と重なりあっていることがわかった。
　例えば、卒業前に身体拘束に関する調査をしてい
て、身体拘束のない施設に就職したいと考えていた
事例は、就職してみると身体拘束はないものの長時
間労働があり、ぎすぎすした人間関係に耐えられ
ず、身体症状が現れるようになってしまったようで
ある。身体的理由での離職ではあるが、実際は長時
間労働と人間関係が理由といえる。この施設を辞め
てからはその症状は出ていないという。
　介護現場の長時間労働は知られるところである
が、実際は利用者と関わる時間外労働以上に利用者
と直接かかわらない多くの隠されたサービス残業に
支えられていることがわかる。支えあえる上司や同
僚との人間関係があれば職場の労働環境の改善に取
り組むこともできるが、そうでない場合は、自由時
間の不足から業務内容を客観的に見るこころの余裕
をなくし、検討会や報告書の提出なども、業務改善
というよりやらされているとしか捉えられなくな
り、さらにゆとりのなさから燃え尽きることもあり
得る。
　また、職場の指導体制が離職を促したのではない
かと考えられる事例も見られた。「私にはこの職場
で働く能力がないと思えた」と自信を失い離職して
いる事例である。ヘルパー資格で入職した同僚と比
較され、資格があるだけに余計に辛かったようであ
る。介護福祉士とはいえ実務経験のない新人に対し
ては、その個人にあった指導計画が立てられ、教育
体制が望まれる。即戦力としての人材を求めるので
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はなく、将来の介護の状態を見据えた教育が必要だ
と考える。そのときには現代の若者の特徴を踏まえ
る必要がある。この事例は主任が怖かったといい、
仕事に自信をなくして自分の将来が見えなくなって
しまったと思われる。その後、妊娠し結婚したもの
の数カ月で離婚に至っている。
Ⅳ．考察
　以上の調査結果と分析から言えることは次の２点
である。
　第１はこれまでよく言われてきた介護職離職に関
して賃金労働条件を原因とする見方は当然である
が、仔細に見ると実際は複合的であるということで
ある。
　第２は離職要因は大きく個人的理由、身体的理
由、賃金、人間関係の４つに分けられる。このうち
個人的要因を離職要因からはずして考察すれば、職
場の人間関係が最もキーになる要因になっているこ
とである。
　どの要因ひとつであっても、離職に至ることはあ
り得るが、要因が重なるほど離職傾向が強くなるこ
とが理解できる。以上のことを構造的に図示すれば
図表３のようになる。
　結婚、子育てによる個人的理由は単独の離職理由
になる。女性の結婚退職は日本特有の社会構造であ
るとはいえ、夜勤がなければ勤務継続が可能な場合
もあり、職場の体制を含めた子育ての支援体制の不
足が考えられる。
　身体的理由の離職については介護現場における身
体的負担の大きさを示している。介護現場の人手不
足から少ない職員で働くことを求められ、それが身
体的ストレスを与えているといえる。しかし、今回の
調査対象のように20代の場合は身体的理由のみで離職
することは少ない。身体的理由での離職者が全員介護
職として再就職していることからも明らかである。
　一般職では企業規模が小さいと離職者は多くなる
傾向が見られるが、介護職の場合には小規模の方が
離職率は低い。介護現場の小規模施設には、グルー
プホームやデイサービスがあるが、両者とも利用者
に対する身体介護が入所施設に比べると少なく、介
護報酬から施設職員との給与面での差はあまり見ら
れない。離職要因の一つである、身体的な負担が少
ないことが理由にあげられるであろう。
　同じ様に若年の独身者では賃金のみの理由での離
職も少ない。しかし、介護職員全体では離職の原因
は「給与が低い」が上位にあがっており、今回の調
査でも主たる生計の維持者である男性２名は給与面
を離職理由の最大の原因に挙げている。この調査は
介護報酬の上乗せ以前のため、職員の給与は現在よ
り低いと考えられるものの、月額18万円から20万円
程度の賃金では家族を養っていくのは厳しい状況で
ある。さらに３年未満の介護福祉士ではその金額に
満たないものが多く、収入面での離職は他の職業へ
の転職に至る。
　若年の介護労働者の大きな離職理由は人間関係だ
といわれている。対人関係の職である介護職ではそ
図表　３　養成校卒業生の離職要因の関係
賃金
身体的
 理由
人間関係
■最も離職率が高い介護職
■離職率が高い介護職
■離職傾向のある介護職
■高くはないが離職傾向のある介護職
■比較的離職傾向がない介護職
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の傾向が強いと考えられる。離職の真の理由調査か
ら、人間関係が主たる離職理由になることもあり、
また、他の理由の促進要素である場合も多いことが
明らかである。人間関係は表立った離職理由にされ
にくく、建前として身体的理由や個人的理由をあげ
てもその裏に人間関係の問題が隠されていることが
多い。また、複合的要因が絡まって離職に至る場合、
人間関係は表に出さない。
　介護職における人間関係は、家族を含む対利用
者、対同僚、対上司の３者があるが、利用者との人
間関係を理由とした離職はほとんど見られない。こ
れが介護職以外からの無資格転職者との違いといえ
る。また、同僚との人間関係をあげている場合は、
上司との人間関係が含まれることが面接結果で明ら
かになった。上司との関係を修復するより、それを
避けようとしての離職があることが分かる。
　複合的離職理由について、施設の正規職員であれ
ば賃金の問題だけでの離職は少ない。しかし、それ
と長時労働や休日が取れないなどの労働環境に不満
を持った場合離職に至ることがある。同様に、賃金
と人間関係や労働環境と人間関係の両者に不満があ
れば離職に至る。この３者ともに不満を感じていれ
ば、離職は必至といえる。
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プリセプターシップとは先輩の職員と新人が1：1の固
定のペアを組み、新人のリアリティショックをやわら
げ、職場に適応するための関わりをいう。
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